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日本企業の事業部管理
一ー予算編成の視点から＿
佐藤康男
はじめに
現在，企業環境の変化は激し<, 1年後の経済的・社会的状況を予測す
ることさえ困難である。そのもっとも大きな理由は，企業のグローパリゼ
ーションの進展である。とくに， 日本企業は80年代の後半から海外現地法
人の設立が増大し，また外国企業の大型買収も相次いだ。他方で， 85年の
プラザ合意後，円高が進み，一時は 1ドル＝80円を上回った。最近1年間
の為替相場を眺めても，まさに短期間に乱高下するという様相を呈してい
る。
日本の大企業は輸出主導型であると同時に生産拠点を海外に移してい
る。そして，部品の調達も国内だけでなく，広く海外からも行っている。
したがって，為替変動は企業の業績予想の重要な要索になっている。それ
に加えて市場競争の激化はグローバルな規模で展開されており，これも業
績見通しを困難なものにしている。
こうした状況のもとで，企業の長期経営計画の策定はきわめてむずかし
くなっている。日本企業の経営計画についていえば， 70年代頃までは， 5 
年以上の長期経営計画， 3年以上の中期経営計画，そして 1年の短期経営
計画をもっている企業が多かった。しかし， 80年代以降は上述のような理
由から，長期経営計画を具体的な数値で示したものをもっている企業は少
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なくなっている。もちろん．大企業は長期的な展望を社会や従業員に示す
必要があるので． 7年後に売上高を 2倍増というような目標を掲げること
はあるが，それはキャッチフレーズ以外のなにものでもない。
したがって．現在の日本企業は3年から 5年の中期経営計画と半年ある
いは 1年の短期経営計画の 2本立てで行っていることが多い。中期経営計
画でさえも立案することは困難であるが，製品のライフサイクルの短縮化
にともなって新製品の開発や経営資源の戦略的な配分は最重点事項となっ
ているので．中期経営計画は不可欠である。また，企業環境の急激な変化
は短期経営計画にも影響をおよぼしている。すなわち． 1年後の見通しを
確実につけることはむずかしいので，半年ごとに見直しをする企業が増え
ていることである。
経営計画を具体的な数値で表わしたものが利益計画であり．それを実現
するための具体的な実行案が予算である。したがって．短期利益計画を実
現するための予算編成，そしてそれを達成するためのコントロール活動で
ある利益管理あるいは予算管理に． 日本企業の経営管理の特徴が現れるこ
とになる。
こうした観点からみると，日本企業の利益管理あるいは予算管理—•一本
稿では両者をとくに区別しない一のもうひとつの特徴は，事業部制のも
とに展開されているということである。つまり， H本企業の利益管理は．
経営トップの基本方針によって経営資源の配分が決定すると． もっぱら事
業部を中心としてコントロール活動が実行されることになる。事業部別の
予算編成がなされるということは，事業部別に損益計算書や貸借対照表一
ー場合によっては資金計算書 が作成されることになる。もちろん，会
社全体の見積P/Lや見積B/Sも作成されることはいうまでもない。
このような事業部制の利益管理は，管理会計の領域に新しいさまざまな
問題を生み出している。会社全体の観点から利益管理を行う本社と，それ
ぞれの事業部サイドとの関係から生じる管理上の諸問題である。本社費の
配賦．社内資本金制度．社内金利などであり．今日ではこうした事項が日
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本企業の管理会計のもっとも重要なものとなっている。したがって，これ
らの内容を明らかにすれば，わが国企業の管理会計の特徴を示すことがで
きることになる。
1.予算管理の実証研究
企業の予算管理についての実証研究は．アンケート調査と訪問インタビ
ュー調査の二つの方法がある。前者は比較的に少ない費用と時間で多くの
企業を対象とすることができるので，その国の企業予算の一般的傾向を知
るためには好都合である。しかし．この調査方法は回答者が特定できない
ので信頼性に欠けるきらいがあり，予算制度の専門的な質問に対しては正
確な回答が期待できないという欠点もある。
また．後者の訪問調査は回答者の地位およびレベルがわかるので．専門
的な内容についても正確な回答が得られるという利点がある。しかし．ぁ
まり多くの企業を対象とすることができないので，特定企業のケース・ス
タディーには適している。
アンケート調査でも．訪問調査でも，不特定多数企業を対象としないで，
それぞれの業種を代表するような企業を選んで．それらの企業の複数の人
間から回答を得る方法がある。これは上述の二つの調査方法の欠点を補う
ものであり．回答者が特定できて，かつ複数の回答が得られるので，その
結果の信頼性を高めることができる。しかし．この方法は時間がかかるの
と調査対象となる企業の承諾を得なければならない。
予算管理についての実証研究では．二つの研究アプローチがとられる。
ひとつはアンケート調査の結果から．予算管理に関する代表的な事項につ
いての一般的な傾向を明らかにすることである。もうひとつの方法は．ぁ
らかじめ予算管理について仮説を立て．これを検証するやり方である。す
なわち．統計的仮説検定によって予算管理の実態を明らかにしようとする
ものである。この方法は理論的アプローチとしてはすぐれているので．欧
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米を中心として多くみられる。しかし，検証しようとする仮説は一般的に
ならざるを得ないので，内容は常識的なものになってしまうという傾向が
ある。
アメリカにおける実証研究
欧米における予算管理の実証研究は， 60年代から70年代にかけてかなり
多くなされている丸しかし，これらの研究の多くは予算管理の実態を明ら
かにするというよりは，予算と人間行動の関係に焦点を当てたり，企業内
容~組織の多様性およぴ分権化の程度など一一ーと予算管理
の関連についての仮説を検証するようなアプローチをとっている。
しかし，アメリカ企業の予算管理の実務も70年代と現在では大きく異な
っていることは想像に難くない。企業をとりまく環境はわが国と同じよう
に急激であり， 70年代までのようにアメリカ企業の国際市場での圧倒的な
強さはないからである。しかし，アメリカ企業の予算管理実務についての
実証研究は，筆者の知る限り最近90年代にはなされていない。
そこで，本稿では80年代になされた二つの調査研究を参照とした。ひと
つはCharles E. Hawkins (1983)であり叫もうひとつはUmapathy
Srinivasan (1987)である。
H本における実証研究
わが国における予算管理の実証研究としては，津曲・松田 (1972)，神戸
大学管理会計研究会 (1988)，浅田 (1988,1989)，柴田・熊田 (1988)，大
塚 (1996)などがある。また，箪者は今日の日本企業の予算管理の問題点
を明らかにするために，総合電気メーカー・計測器メーカー・精密機械メ
ーカーなど 5社を訪問し，インタピューを実施し，その内容をまとめた（佐
藤， 1993)。その後，これらの問題点を含む日本企業の予算管理実務の現状
1) 60年代から70年代にかけての欧米における予算管理の実証研究の内容について
は， KennethA. Merchant (1981)に詳細に述ぺられている。
2)この論文はネプラスカ大学の博士論文であり，公刊されていない。そこで雄松堂
鞠を通して得たものである。
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アンケート調査は1994年 2月に実施したが，対象企業として東京証券取
引所第 1部上場企業300社一ー4囁血・証券・不動産・サービス業を除く―
を抽出した。そして，そのうちの176社から回答が得られ，有効回答率は59
％であった。この調査対象となった企業は，第 1部上場のなかでも比較的
大きな規模に属している。それは前述の訪問調査で， H本企業の予算管理
の特徴は事業部管理にあることが判明したからである。すなわち，事業部
制のもとで行われている予算編成・管理にさまざまな問題を含んでいる。
したがって，事業部制を採用しているのは大企業が多いと思われるので，
同じ業種のなかでも規模の大きい会社を選択した。
本稿ではこの調査（佐藤， 1995<I)(11)(111)) をベースとして， 日本企業の事
業部管理の実態を明らかにしたい。そして，すでに掲げた米国の実態調査
の内容と一致する点については比較をしたいと思う。
2. 日本企業の予算管理
(1) 日本企業の事業部制
わが国の企業では事業部制はどの程度採用されているのであろうか。こ
れを明らかにするために，職能別組織と事業部制組織のどちらを採用して
いるかを質問したが，その結果はつぎのようになっている叫
組織形態 企業数 比率
職能別組織 39社 22.2% 
事業部制組織 137社 77.8% 
3)企業によっては職能別組織という形態であっても，組織の名称として事業部を使
用している場合が多い。そこで質問事項のところに「事業部制組織とは生産・販売
の両方の職能を独立してもっており，利益責任を負っている組織単位です。したが
って，このような内容であれば， XXX部やXXX本部であっても事業部になりま
す」という注記を付した。
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計 176社 100.0%
これから明らかなように、日本の大企業ではおよそ80％が事業部制を採
用している。この結果をアメリカ企業と比較するために浅田 (1989)の調
査をみると．アメリカでは90％近い数字になっている。しかし，この調査
では日本企業の事業部制組織の比率は68%，職能別組織は32％となってい
る。
それでは， H本企業の事業部制はどのような形態をとっているのであろ
うか。つぎのような項目からひとつを選んでもらったが，その結果は下記
のようになっている。
1 製品別・業種別事業部制
2 地域別事業部制
3 職能別事業部制（製造事業部・販売事業部など）
4 混合形態
5 その他（具体的に記入して下さい。）
第 1表事業部制の形態
事業部制の形態 企業数 比 率
1 製品別・業種別 99社 73.3% 
2 地 域 別 6 4.4 
3 職 能 別 5 3.7 
4 混合形態 24 17.8 
5 そ の 他 1 0.8 
計 135 100.0 
この回答項目のひとつに「職能別事業部制」を含めたのは，前述の事業
部制の採用についての項目と矛盾しているし，そもそも職能別事業部とい
う名称が存在するかどうかも不明確である。このような項目を入れた理由
は，自動車メーカーのような製造部門は製品別事業部の形態を採用してい
るが，販売部門は別組織となっているような企業に配慮したからである。
表(1)の結果からわかるように，製品別・業種別事業部制が圧倒的に多い。
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浅田の調査によれば，アメリカ企業では製品別事業部制を採用しているの
が86％となっている。
つぎに，事業部制を採用している企業は，事業部をどのように位置づけ
ているのであろうか。これは，事業部管理の内容を検討するさいに重要で
あり，事業部制での予算編成を議論する場合のベースにもなる。この結果
はつぎのようになっている。
1 収益センター 19社
2 プロフィット・センター 104 
3 インベストメント・センター 。
4 2と3 5 
5 1と3 1 
6 1, 2, 3 3 
7 無回答 5 
計 137社
周知のように，事業部はインベストメント・センター，プロフィット・
センタ-:---,収益センターの順で，分権的，独立的な色彩が強いことになる。
上記の結果からわかるように，事業部をプロフィット・センターとして位
置づけている企業が圧倒的に多く，次いで収益センターとなっている。こ
れはあらかじめ予想されたことであるが，前者は事業部管理を目標利益を
中心として行っていることを意味しており，後者は目標売上高である。
しかし，事業部をインベストメント・センターとして位置づけている企
業がゼロなのはどのように解釈したらよいのであろうか。たしかに，プロ
フィット・センターとインベストメント・センターの両方であると位置づ
けている企業が5社ある。インベストメント・センターのみであると位置
づけている企業がないのは，つぎの二つの原因が考えられる。第一はイン
ベストメント・センターという用語は実務界ではまだなじみが薄いことで
ある。これは事業部を投資中心点として位置づけることであり，あたかも
独立した疑似会社として扱うことを意味している。しかし，回答内容から
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判断すると，必ずしもこのようには解釈されなかったようである。第二の
理由は， 日本企業では事業部長に対して大幅な権限の委譲はなされていな
いので，インベストメント・センターとして位置づけることが困難である
という事実である。たしかに．この調査対象となったいくつかの企業では，
いわゆるカンバニー制度の導入がなされている。しかし．事業部長に対し
て，それに見合った権限の委譲がなされていないのが現状である。
わが国の企業で最初に事業部制を導入したのは松下電器であるといわれ
ているが．それが日本企業に普及したのは昭和30年代から50年代にかけて
である。とくに，昭和30年代にはわが国の経営者に大きな影響をもたらし
たP.F.ドラッガーの「連邦的分権制」が一世を風靡し．事業部制を導入
する企業が相次いだ。しかし，事業部制は一定の規模以上でなければコス
卜倒れになるのに．当時の日本企業はまだそれに達していなかった。その
ために．いったん事業部制を導入しても廃止した企業も多かったが．その
後の経済成長とともに規模も拡大し．再ぴ採用するようになった。
(2)日本企業の総合予算
現在， H本の企業で予算制度をもっていないのは皆無であるといっても
よい—もっともファミコンゲームで有名な超一流企業で，圧倒的なカリ
スマ性をもつオーナー社長のもとで急成長を続けてきたN社は予算をもた
ないことで知られているが……―。
予算編成の結果は見積B/S,見積P/Lなどで示されることになるが，
日本企業の総合予算―マスター予算—の内容はどうなっているだろう
か。それぞれの見積財務諸表の比率はつぎのようになっている。
(1) 見積BISのみを作成 0.0% 
(2) 見積P/Lのみを作成 46.2 
(3) 見積BISとP/Lを作成 10.7 
(4) (3)のほかに見積C/Fを作成 39.1 
(5) 見積P/LとC/Fを作成 4.0 
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これからわかるように，見積B/Sのみを作成している企業はなく，見積
P/Lのみを作成しているのがもっとも多い。見積P/Lを作成している企
業は，（2), (3), (4), (5)の合計であるから，すべての企業がもっていること
になる。現在のH本企業の予算管理は損益計算書を中心としてなされてい
ることがわかる。
それに対して見積B/Sを作成している企業は，（3）と(4)の合計であるおよ
そ50％である。この結果から明らかなように，見積B/Sを作成している企
業は半分にすぎなく，資本効率の測定に使用される ROEを経営指標とし
て掲げる企業はまだ少ないといえる。たしかに，会社全体のROEは公表さ
れるB/Sで求められるが，後述するような事業部別のB/Sが作成されな
いと事業部の資本効率は測定できない。
つぎに， H本企業の予算体系をみると，販売・製造・営業外費用・資金・
設備•投融資などの予算をほとんどの企業がもっている。すでにみたよう
に，見積C/Fを作成している企業は43％であるが，資金予算はほとんどの
会社がもっている。C/Fの作成は資金の源泉およぴ使途を明らかにしなけ
ればならず，かなり専門的な知識が必要であり，詳細に積み上げてゆくの
にはかなりの時間を要する。それに対して，資金予算はかなりおおまかに
作成できるし，他の予算とのバランスから不可欠であるからであろう。
予算は利益計画を具体的な数値で示したものであるが，利益計画は対象
期間によって長期，中期およぴ短期の三つに区分されてきた。しかし，近
年，企業環境の変化が激しいので5年以上の長期計画をもつ企業は非常に
少なくなっている。為替変動をひとつとっても， 1年先はおろか，半年先
を予想することもできない。また，市場競争はグローバルな規模で激しく
なっており，具体的な数字で長期計画をもつのがむずかしくなっているか
らであろう。
しかし，新製品開発計画や経営資源の配分など単年度予算ではカパーで
きないので，中期計画をもっている企業は83％となっている。その対象期
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間をみると， 5年が22%, 3年が73％となっている。また，短期計画は半
年と 1年が44％でほぽ同じ比率であり，四半期と 1か月ごとに行っている
のが12％となっている。
欧米の企業は四半期ごとに決算を発表するので，予算期間も四半期ごと
になっている。浅田の調査によると，短期計画についてのみであるが，米
国企業は 1年が88％と圧倒的に多く，半年と四半期は少なくなっている 4)。
しかし， Srinivasanによれば，予算は毎年編成され，四半期別に細分され
る (79%），予算は毎年編成され，月次に細分される (11%）という二つの
ケースが多くなっている 5)0.
この違いはどのように解釈したらよいのであろうか。米国企業は一般に
いわれているように四半期予算が多いが，その場合1年予算を四半期ずつ
ローリングしてゆくのが通常である。したがって，浅田の調査項目に「全
般的短期計画の設定期間」となっているので， 1年と回答した企業が多く
なったと思われる。
すでに述べたように，企業環境の変化は激しいのでローリング方式を採
用する企業が増えている。ここでいうローリング方式とは，中期計画と短
期予算の関係，年度予算と半年予算の関係の二つを意味している。
(3) 予算編成の方法と日数
予算編成の方法について質問したが．ポトム・アップ型(25%）． トップ・
ダウン型 (10%）．折衷型 (65%）となっている。米国ではポトム・アップ
型 (72%）， トップ・ダウン型 (6%）．折衷型 (19%）となっており， 日
本企業との違いが明白になっている6)。日本企業では折衷型が多いのは予
測できるが．米国企業でポトム・アップ型が圧倒的に多いのは意外である。
4)浅田 (1989)103頁
5) Umapathy Srinivasan (1987), p.84 
6) Umapathy Srinivasan, op. cit., p.24 
なお，「回答なし」あるいは「その他」が3％となっている。
日本企業の事業部管理（佐藤） (269) 29 
H本企業では予算達成度などから業績評価を行っても，給料やボーナスに
反映させるのは少ない。それに対して，米国企業では能力給の度合いが高
いために，業績評価と年俸は密接に関連している。この点を考えると， ト
ップ・ダウン型や折衷型の比率が高くなければならないが，ポトム・アッ
プ型が多いのは納得できない。
つぎに，予算編成に着手してから完了するまでの日数をみてみよう。日
本企業の場合， 2か月以内 (38%), 3か月以内 (34%), 1か月以内 (15
％）となっている。それに対して米国ではほとんどの企業は 4か月かけて
いるという 7)。この結果からみる限り，米国企業のほうが予算編成に時間を
かけていることになる。これはすでに述べたように，米国企業の予算期間
が四半期および1か月単位であることに関連しているかもしれない。次々
と見込がずれるので修正が頻繁になされるのであろう。
3 日本企業の事業部予算
(1) 事業部別8/Sと事業部別P/L
日本企業の予算管理の特徴が事業部管理にあることは，すでに述べた通
りである。このことは，企業全体のマスター・プランである見積B/Sと見
積P/Lをプレーク・ダウンした事業部別B/SやP/Lによって管理してい
ることを指している。
さて，事業部制を採用している企業で，事業部別B/SとP/Lをもって
いるかどうかについて質問したが，その結果はつぎのようになっている。
(1) B/Sを作成している 48社 (36%) 
(2) B/Sを作成していない 86 (64 ) 
(3) 回答なし 3 
計 137社 (100%)
7) Umapathy Srinivasan, op. cit., pp.73-74 
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(1) P/Lを作成している 128社 (96%) 
(2) P/Lを作成していない 5 ( 4 ) 
(3) 回答なし 4 
計 137社 (100%)
前述したように、会社全体の見積P/Lは調査対象となったすべての企業
がもっており，見積B/Sはおよそ半分の企業が作成していた。上の結果か
らわかるように，事業部別B/Sを作成しているのは36％であり，会社全体
のB/Sはもっていても事業部別B/Sをもっていない企業が14％あること
になる。これはやはり社内資本金などの問題を含んでいるからである。そ
れに対して，事業部別P/Lをもっていないのは 5社だけであり，日本企業
は見積P/Lによって，事業部管理を行っている実態が明らかになってい
る。
しかし，米国における予算管理の実態調査では，事業部別B/SやP/L
の実情および本稿で述べるような細部については明らかにされていな
ぃ8)。Srinivasanは本社と事業部の関係を管理するもっとも重要な用具と
して予算をあげているが，事業部の予算編成の内容については調査してい
ない9）。したがって， 日本企業との比較はできない。
(2) 社内資本金制度
事業部別B/Sを作成する場合，社内資本金をどのように決定するかとい
う問題が生じる。社内資本金制度は，最近はやっているカンパニー制度と
も関連している。カンパニー制も事業部制も分権化の形態であり，大幅な
権限の委譲がなされた場合，疑似会社化をねらう点では同じである。さて，
8)浅田 (1988)の調査では米国企業の事業部予算に関する項目が含まれている。し
かし，細部についてはふれていない。
9) Umapathy Srinivasan, op. cit., p. X X X 
本社による事業部管理の用具として予算の他に資本予算とか，業績評価システム
をあげているが，これは予算管理の領域に含められる。
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日本企業では社内資本金制度をどのくらい導入しているのであろうか。ア
ンケート調査の結果はつぎのようになっている。
(1) 実施している 38社 (28%) 
(2) 実施していない
(3) その他
計
94 (68) 
5 (4) 
137社 (100%)
すでに示したように，事業部別B/Sをもっている企業は48社であったの
で，それよりも10社少なくなっている。つまり，社内資本金制度をもって
いなくても，事業部別B/Sを作成している企業はあるのである。それでは，
事業部資本金はどのように決定しているのであろうか。社内資本金制度を
もつ38社の内訳つぎのようになっている。
(1) 事業部の総資産額をベースとしてる 13社
(2) 事業部の純資産額（総資産額ー総負債額）をベースとしている 9社
(3) 事業部の固定資産額をベースとしている 13社
(4) その他 3社
これからわかるように，事業部の総資産額と固定資産額をベースとして
社内資本金を決定している会社が多い。「その他」の 3社は売上高ベースで
ある。社内資本金制度で留意しなければならないもうひとつの点は，公表
B/S の資本金額と社内資本金一~事業部資本金一一の合計額は一致しな
いケースが多いということである。これはあくまでも管理会計の範囲であ
るから，その会社の管理目的によって左右されるからである。
(3) 社内金利制度
事業部別BISを導入するさい，社内資本金制度と社内金利制度は二大支
柱となっている。社内金利とは，本社が事業部や支店に対して貸し出す資
金への金利である。それはあたかも銀行と会社の関係に擬制してとらえ，
社内に金利意識を植え付ける意図をもっている。もちろん，実際に現金の
授受がなされるわけではなく，あくまでも事業部の業績評価システムの一
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環となっているものである。
日本企業で社内金利制度はどの程度採用されているのであろうか。その
内容と結果はつぎのようになっている。
(1) 事業部の負債額に対して社内金利率で計算する 75社 (64%) 
(2) 事業部の負債額に対して実質金利率で計算する 4社 (4%)
(3) 資本コストも計上している 12社 (10%) 
(4) 社内金利制度は実施していない 20社
(5) その他 26社 (22%) 
上に示した比率は社内金利制度をもっていない企業20社を除いた数に対
してのものである。また，複数回答をした企業が4社，回答なしの企業も
4社あった。これを(4)の「実施していない」に含めると，事業部制を採用
している企業137社のうち，社内金利制度を実施している企業は113社 (83
％），実施していない企業は24社 (17%）ということになる。これは筆者の
事前の予想よりもかなり高い比率である。
社内金利制度と関連するものに資本コストがある。しかし，これはいく
つかの意味で使用されており，少なくともつぎの四つがある。第一は引当
金や無利子負債—支払手形や買掛金一ーを除く他人資本に発生する支払
利子である。第二は自己資本のうち払込資本金に対しては配当金が支払利
子に相当し，法定準備金およぴ剰余金に固定負債の退職給与引当金を加え
た社内留保金には支払利子は発生しない。しかし，自己資本コストは機会
原価とみなされる。
資本コストの第三の見方は，投資計算に使用されるものであり，目標利
益率あるいは期待利回りと考えられる。つまり，設備投資の経済計算では，
外部に投資した場合の利回りを上回る利益率が得られる場合に有利と判定
されるから，やはり機会原価とも考えられる。資本コストのもうひとつの
見方は，資金の調達源泉別に資本コストを計算し，その調達割合に応じて
加重平均したもので示すことである。
日本企業では，資本コストに機会原価を含めているケースは少ないが，
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使用資産に対して資本コストを計上している場合が多い。
(4) 本社費の配賦
事業部の業績評価をするさい，本社費の配賦は重要な項目である。そこ
で，事業部制を採用している企業に対して，本社費を配賦しているかどう
かについて質問したが，その結果はつぎのようになっている。
(1) 配賦していない 18社 (13%) 
(2) 配賦している 116 (85 ) 
(3) その他 3 ( 2 ) 
計 137社 (100%)
ここで「その他」とは無回答の企業であるが，本社費を事業部に配賦し
ている企業が85％もあるということは，当初の予想をかなり上回っている。
それでは本社費を事業部に配賦するさいに基準はどのようになっているの
であろうか。結果はつぎのようになっている。
(1) 売上高 68社 (35%) 
(2) 利益 10 (5) 
(3) 従業員数 56 (29 
(4) 投下資本 20 (10 
(5) 人件費 10 ( 5 
(6) その他 31 (16 
計 195社 (100%)
もちろん，ここでは複数回答であるが，回答なしが15社あった。本社費
を事業部に配賦するための甚準は，おおまかに区分して負担能力主義と受
益者主義の二つになる。前者は売上高や利益などであり，後者は従業員数
や人件費―これは一概にいえないが—などである。本来，配賦基準は
負担能力主義にもとづいて行うのが原則であるが，それだけでは事業部間
に不公平感が生じるので， H本企業は複数基準で行っている場合が多い。
本社費の配賦に関しては事業部サイドに不満が多い。それはプロフィッ
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ト・センターとして位置づけられているために，コスト削減のために日夜
努力しているのが現状である。それに対して，本社サイドは本社費を一定
の基準で各事業部に配賦してくるが，コストダウンの努力は現場サイドか
らみると甘く映るのである。
しかし，経営者側からすれば，本社費を事業部の利益から回収してはじ
めて会社全体の利益が計上できるのである。しかも，事業部の価格決定に
は本社費を含めなければならないのであるから，配賦には肯定的となる。
おわりに
事業部の予算管理には本稿で述べた内容以外にも，研究開発費の配賦と
か，事業部間の振替価格基準の設定方法，事業部予算の目標設定などがあ
る。それに加えて，業績評価の内容についての問題もあるが，本稿ではそ
れらについてはふれていない10)。
本稿でも述べているように，米国における予算管理の実態調査は最近あ
まりなされていない。とくに， 日本企業のように事業部別P/LやB/Sを
どの程度利用しているかは明らかになっていない。CharlesE. Hawkinsの
調査によると，長期経営計画の利用度についていえば， H本企業のほうが
米国企業よりも多い。しかし，長期経営計画のタイム・スパンは米国企業
のほうが長い。また，予算編成に参加する従業員の職種一―—製造部門，販
売部門など一の数という点からみると，日本企業よりも米国企業のほう
が多い。また，事業部長や社長が予算編成に参加する度合は米国企業のほ
うが多い11)0
10)これについては佐藤 (1995年(III)）を参照されたい。
11) Hawkins, Charles E. (1983) pp.154-155 
ホーキンスの研究は， 日米企業の管理会計の実践状況を調査したものである。管
理会計の手法としては，予算・標準原価計算・直接原価計算・責任会計・振替価格・
数量的手法などに焦点を当てている。
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管理会計の先進国である米国では，およそ1935年頃までに企業予算は普
及・確立したといわれる。わが国では本格的に企業予算の方法を導入した
のは1950年代と思われるが，予算制度は古くから国家予算が確立していた
ので目新しいものではなかった。
しかし，今日， H本企業で採用されている事業部別B/S・P/L・C/F
をみると，まさに管理会計の重要なテーマがすべてここに現われていると
いってもよい。このような手法は， もちろん企業の実務家が考案・エ夫し
たものであり，管理会計の研究者ではない。ここでも，管理会計手法の開
発では「必要は発明の母」というフレーズが生きていることを示している。
わが国でも，近く解禁される持株会社が導入されるようになると，事業部
管理の方法も現在とは違ったものになるだろう。
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